
実績額

単位：円 目標値（Ｒ2） 単位 目標年月 実績値（Ｒ2） 事業効果 事業の評価
総合戦略推進協議会等

意見
今後の方針 今後の方針の理由

指標① 大鰐温泉もやし生産量 74,521 束 R3.3 85,894

指標② 事業承継の件数（累計） 0 人 R3.3 0

指標③ 大鰐ファンクラブの人数（累計） 67 人 R3.3 71

指標① 観光客入込客数 765,000 人 R3.3 568,740

指標②
プロダクト及びコンテンツの商品数

（4市町村総数）
30 件 R3.3 52

指標③
トップクリエイターと連携して地元人
材を育成する地元クリエイター

（4市町村総数）
15 人 R3.3 17

大鰐温泉もやしの若手
生産者の育成により、
生産量はKPIを達成し
たが、更なる生産基盤
体制の強化及び戦略
的・効率的な情報発信
に取り組む。

「おおわにらんたん」の
コンテンツが定着し、地
域活性化に効果をもた
らした。
令和3年度は、光と弘南
鉄道を融合させた「おお
わにアート事業」として
展開し、地域活性化を
図る。

事業の継続

事業の終了

費用対効果の観点からの
検証も必要である。
通年販売可能になったも
のの、季節により生産量
が大きく変化することか
ら、「大鰐温泉もやし」の情
報発信の仕方を工夫して
いく必要がある。

事業終了後も、町の新た
な取組等について積極的
に情報発信をし、観光客
の増加に繋げるべきであ
る。

地方創生に
効果があった

地方創生に
効果があった

地方創生に
効果があった

地方創生に
効果があった

27,559,578

2,769,800

交付対象事業の名称

事業承継推進事業

(事業期間：令和元年～令和3年度）

地域クリエイターと連携した新たな担
い手育成及びコンテンツ等開発事業

（事業期間：平成28年～令和2年度）

地方創生推進交付金に係る事業実施結果報告

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

本事業における重要業績評価指標（KPI） 実績値及び効果 外部有識者からの評価
実績値を踏まえた
事業の今後について

指標

No

1

2
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※評価項目について
　各事業に対するＲ２年度末時点における評価

　◎：取組内容の深化・発展
　○：取組内容の継続
　△：取組内容の見直しを図る
　×：取組の中止又は実施期間の終了

基
本
目
標

基本的な方向性

起業・創業支援の充実を図るとともに、支援事
業の活用に繋がるよう周知活動も合わせて実施
していく。

第２期　大鰐町総合戦略　効果検証結果

今後の取組

伝承野菜である「大鰐温泉もやし」のPR方
法を工夫し、情報発信を強化していく必要
がある。
「大鰐温泉もやし」以外の様々な作物に対
する補助体制等も構築していくべきであ
る。

これまでの施策展開の成果・効果検証

町検証 総合戦略推進協議会等意見
数値目標

数値目標
実績

〇企業誘致
　・企業誘致推進事業

〇起業・創業支援
 ・未来を変える挑戦資金事業

〇地元就職支援
 ・移住支援事業

起業・創業支援として信用保証料を補助す
る「未来を変える挑戦資金事業」や、首都
圏から移住し、登録企業に就職または起
業した者に支援金を交付する「大鰐町移住
支援事業」を実施しているものの、新型コ
ロナウイルス感染症の影響もあり、活用実
績がなかった。

起業・創業支援等の周知活動を強化して
いく必要がある。

〇6次産業化支援
　・6次産業化支援対策推進事業

〇農業就業者への支援
　・農業人材力強化総合支援事業
　・農地中間管理事業
　・人・農地プランの実質化

〇農業生産活動の支援
　・多面的機能支払交付金事業
　・中山間地域等直接支払交付金事業

〇農業経営負担の軽減
　・果樹共済加入率向上推進事業
　・園芸施設共済推進事業
　・りんご黒星病緊急対策事業
　・収入保険加入促進事業

〇農業経営体の育成
　・強い農業・担い手づくり総合支援事業
　・農業生産施設整備促進事業
　・農業経営法人化支援事業

〇産業活性化による雇用拡大
　・事業承継推進事業
　・地域クリエイターと連携した新たな担い手育
成及びコンテンツ等開発事業

施策
評価
（※）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

地域農業者への支援においては、支援事業を
継続し経営の安定を図りながら、効率的な対策
を図る。また、耕作放棄地の増加については、
農地情報の収集に努め、優良農地の確保・継承
を推進し耕作放棄地の増加を抑える。

これまでの「地域クリエイターと連携した新たな
担い手育成及びコンテンツ等開発事業」の取組
で培ったノウハウ等を活かし、より発展させた形
で「おおわにアート事業」を実施し、産業の活性
化及び広域観光の促進を図っていく。

園芸作物施設等の整備や機械購入、果樹
共済等の保険費用の一部助成を実施し、
農業経営の安定や農業経営負担の軽減
が図られた。また、水路や農道等の維持
管理支援を行うことで農業者にとって作業
しやすい環境づくりに努めた。

「事業承継推進事業」では、ヒアリング調査
により町内の後継者不在事業所の把握が
できたものの、承継までには至っていな
い。

「地域クリエイターと連携した新たな担い手
育成及びコンテンツ等開発事業」により弘
南鉄道大鰐線等の地域資源を有効活用
し、新たなコンテンツ「おおわにらんたん」
の定着が図られた。

主な取組
重要業績評価指標
実績（ＫＰＩ）
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基幹産業である農業の就業
環境の充実を図るとともに、
伝統産業の後継者育成によ
る新たな就業の場の創出な
ど、産業活性化による雇用
の拡大を図っていく。
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〇新規就農者数（累計）
　Ｈ３０　２９人
　　　　↓
　　Ｒ７　３４人

〇事業所数
　Ｈ３０　３４７社
　　　　↓
　Ｒ７　現状維持

〇新規就農者数
  累計　３２人
　Ｒ２　　２人

〇事業所数
Ｒ２　　（未公表）
  参考
　H２８　　３４７社

②

働
く
場
づ
く
り

〇誘致企業数（累計）
　Ｈ３０　　７社
　　　　↓
　　Ｒ７　１０社

〇起業支援を受けて起
業した件数（累計）
　Ｈ３０　１件
　　　　↓
　　Ｒ７　５件

〇誘致企業数
　累計　９社
　 Ｒ２ 　０社

〇起業支援を受け
て起業した件数
　累計　２件
　 Ｒ２　 ０件

〇認定農業者数
　Ｈ３０　１２６人
　　　　↓
　　Ｒ７　現状維持

〇民営事業所従業者数
　Ｈ２８　２，１７１人
　　　　↓
　　Ｒ７　現状維持

〇認定農業者数
　Ｒ２　　１２４人

〇民営事業所従業者数
　Ｒ２　　未公表
　参考
　H２８　 ２，１７１人
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多くの町民が参加しやすいよう婚活イベン
トの開催方法を検討するほか、情報発信
を強化していく必要がある。

〇安心して出産できるまちづくり
　・妊婦健康診査事業
　・妊婦歯科健康診査
　・特定・一般不妊治療費給付事業
　・風しんワクチン接種支援事業
　・ハイリスク妊産婦アクセス支援事業

〇子育て支援
　・定住促進・子育て住宅支援事業
　・大鰐の元気！もりもり子育て応援事業
　・子ども医療費給付事業
　・ひとり親家庭等医療費給付事業
　・保育料軽減事業
　・予防接種推進事業
　・遺児入学祝金等給付事業
　・就学援助費
　・インフルエンザ予防接種支援事業
　・保育事業
　・放課後保育事業

〇未来の人財づくり
　・特別支援教育支援事業
　・生きる力育成事業
　・児童通学安全対策事業

〇出会いの場創出・結婚祝福推進
　・婚活支援事業

主な取組

子育て支援に係る住宅支援事業におい
て、消費税増税及び新型コロナウイルス
感染症の影響により、新築工事の件数が
減少したが、一方でリフォーム工事の件数
は増加した。

教育支援において、様々な取組を実施し
たことにより、子どもたちのふるさとへの愛
着を育むきっかけづくりや、学習、スポー
ツ・文化活動、地域住民との交流活動等
につながった。

疾病予防のための予防接種事業や経済
的支援となる医療費の助成など、妊娠期
から出産育児まで切れ目のない支援の充
実が図られている。不妊治療費給付事業
の利用者が妊娠につながったケースもあ
るが、出生数増加にはつながっていない
のが現状である。

評価
（※）

〇出生数
　Ｈ３０　３０人
　　　　↓
　　Ｒ７　現状より増加

〇出生数
　Ｒ２　　　　３５人
参考
　Ｈ３０　　　３０人

〇婚活イベントへの圏
域参加者数
　Ｈ３０　１０３人
　　　　↓
　　Ｒ７　１５０人

〇婚活イベントへの
圏域参加者数
　Ｒ２　　６１人
参考
　町民参加者数０人

弘前圏域市町村や協賛団体と連携し、婚
活イベントを開催した。新型コロナウイル
ス感染症の影響により、イベント開催数及
び参加者数がともに減少した。同状況下
において、イベント内容の充実・多様化を
図ったことにより、カップリング率は増加し
た。

基本的な方向性
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数値目標
数値目標
実績

〇合計特殊出生率
　Ｈ３０　０．９３
　　　　↓
　Ｒ７　現状より増加

〇合計特殊出生率
　公表なし

参考
　Ｈ２５～Ｈ２９平均
　１．３２

※評価項目について
　各事業に対するＲ２年度末時点における評価

　◎：取組内容の深化・発展
　○：取組内容の継続
　△：取組内容の見直しを図る
　×：取組の中止又は実施期間の終了

婚活イベントの実施や出会いサポートセンター
との連携は継続し、情報発信を強化する。ま
た、結婚支援に係る取組を町単独事業として実
施していく必要がある。

妊娠期から出産育児、子育てまで、切れ目なく、
かつ多種多様な支援の充実について今後も取
組を継続しつつも、出生数の増加に繋がる取組
を実施する必要がある。

今後の取組

これまでの施策展開の成果・効果検証

町検証 総合戦略推進協議会等意見

出生数の増加に繋がる取組を検討するほ
か、支援事業に関する情報発信も行って
いく必要がある。
専門職員を配置するなどし、子育て世代
包括支援体制を構築していく必要がある。

２
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実
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出会・結婚・出産・子育てな
どの切れ目のない子育て環
境の充実に努め、若い世代
への支援を強化するととも
に、未来を担う子ども達の
「生きる力」を育成し、子ども
達が将来に夢と希望を持っ
て成長できる環境づくりに取
り組む。

施策
重要業績評価指標

（ＫＰＩ）
重要業績評価指標
実績（ＫＰＩ）
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健（検）診未受診者や健康づくりに無関心な対
象者へのアプローチの強化と、コロナ禍での新
しい生活様式に対応した保健事業の実施を検
討していく必要がある。

防災対策として、女性や高齢者等に考慮した
非常時の衛生用品や、避難所での生活衛生
環境の向上を図るために必要なマスクや簡易
トイレ等の備蓄整備を図り、災害に強いまちを
目指す。

公共交通活性化のため、ダイヤの改正・バス
停の場所の見直し等、今後も利用者のニーズ
に沿った運行体制を確保し、町内における移
動の利便性を向上させる。

子どもから大人まで幅広い世代の郷土愛の向
上を図るほか、町の魅力をオンライン等を活用
し全国に発信する取組を強化する。

今後の取組

これまでの施策展開の成果・効果検証

町検証 総合戦略推進協議会等意見

引き続き各種取組を継続し、町民に対する
情報発信も積極的に行っていくべきであ
る。特に回覧板や広報紙を見ない世代に
対するアプローチが必要である。

「大鰐町」という地名の知名度が低いた
め、マスコミ等うまく活用し、若い世代にも
情報が届くように工夫する必要がある。

基
本
目
標

基本的な方向性 施策
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〇ふるさと納税者数
　Ｒ２　　１，４２７人

〇町イベントに参画した
子どもの数
　Ｒ２　　３０人

①

安
全
・
安
心
な
ふ
る
さ
と
づ
く
り

〇特定健診受診率
　Ｈ３０　４６．０％
　　　　↓
　　Ｒ７　６０％

〇各種がん検診受診率
　Ｈ３０
胃がん：２３．１％
　大腸がん：２３．４％
　肺がん：２０．３％
　子宮頸がん：３１．０％
　乳がん：３０．９％

↓
　　Ｒ７
胃がん：４０％
　大腸がん：４０％
　肺がん：４０％
　子宮頸がん：５０％
　乳がん：５０％

〇デマンドバス新規会員
数
　Ｈ３０　２３人
　　　　↓
　　Ｒ７　２５人

〇流融雪溝の整備延長
（累計）
　Ｈ３０　１０，０７７．７ｍ
　　　　↓
　　Ｒ７　１２，９００ｍ

誰もが住み慣れた地域で、
みんなで支え合い、心身とも
に健康で自分らしく安心して
暮らすことができる「地域共
生社会」を推進するとともに、
ふるさとの魅力アップやふる
さと教育を拡充し、定住性や
ふるさとへの回帰性を高めて
いく。

〇特定健診受診率
　Ｒ２　　　４９．１％

〇各種がん検診受診率
　Ｒ２
　胃がん：１７．７％
　大腸がん：２４．８％
　肺がん：２１．９％
　子宮頸がん：３２．０％
　乳がん：３０．１％

〇デマンドバス新規会員
数
　Ｒ２　　３６人

〇流融雪溝の整備延長
　累計　　１０，６４８．８ｍ
　Ｒ２　　　    　２８３．７ｍ

特定健診未受診者対策の効果があり、
年々受診率は上がっているが、国が示す
受診率６０％に向け、さらに対策を講じる必
要がある。

住民の安全安心な生活を維持するため、
認知症サポーター等関係機関のネットワー
クや、福祉安心電話等機器を活用した緊
急時の把握など、見守り体制が整備されて
いる。

非常用食料の備蓄を計画的に実施したほ
か、防災マップ配布による町民の災害に関
する知識の啓発や、災害情報等を配信す
る防災あじゃらメールのサービスを開始す
る等、防災体制の強化を図った。

デマンドバスの認知度及び需要の増加に
伴い、新規会員数が増加し、より地域住民
の足が確保されるようになった。

新型コロナウイルス感染症流行に伴う在宅
ワーク者やステイホーム時間の増加によ
り、ふるさと納税者数及び寄附金額が前年
に比べ増加した。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、町内におけるイベントの中止が相次
ぎ、子どもたちにとってイベント参画の機会
がなかった。

〇ふるさと魅力アップ
　・魅力発信事業
　・スキー育成環境整備事業
　・ふるさと納税推進事業
　・事業承継推進事業
　・文化団体等育成支援事業

〇ふるさと教育支援
　・青少年社会参加活動事業

〇ふるさと回帰支援
　・首都圏等交流事業

〇町平均寿命の全国との
格差
　Ｈ２７
　男２．５歳
（町７８．３歳、国８０．８歳）
　女１．３歳
（町８５．７歳、国８７．０歳）

　　　　↓
　　Ｒ７　男女ともに縮小

〇町平均寿命の
全国との格差
　公表なし

参考
　Ｈ２７　男２．５歳
　　　　　女１．３歳

〇地域共生社会の推進
・コミュニティ活動支援事業

〇平均寿命を1歳延ばそうプロジェ
クト
　・健康イベント事業
　・健診・がん検診事業の拡充
　・健康の日の推進等
　・高齢者予防接種推進事業

〇雪対策
　・流融雪溝整備

〇安全・安心な福祉対策
　・自殺予防対策事業
　・見守り活動推進事業
　・福祉安心電話サービス事業
　・認知症施策推進事業

〇安全・安心な医療体制の整備
　・新診療所整備事業
　・医療確保対策事業

〇安全・安心な防災対策
　・防災対策事業

〇公共交通の活性化
　・公共交通活性化事業

②

ふ
る
さ
と
魅
力
ア

ッ
プ

〇ふるさと納税者数
　Ｈ３０　　９１３人
　　　　↓
　　Ｒ７　２，０００人

〇町イベントに参画した
子どもの数
　Ｈ３０　２００人
　　　　↓
　　Ｒ７　３００人

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

※評価項目について
　各事業に対するＲ２年度末時点における評価

　◎：取組内容の深化・発展
　○：取組内容の継続
　△：取組内容の見直しを図る
　×：取組の中止又は実施期間の終了

評価
（※）

数値目標
重要業績評価指標
実績（ＫＰＩ）

数値目標
実績

主な取組



◎

◎
○

○
◎

○

◎

〇移住相談件数
　Ｈ３０　　３件
　　　　↓
　　Ｒ７　１０件

〇空き家・空き地バ
ンク登録件数（累計）
　Ｈ３０　　０件
　　　　↓
　　Ｒ７　１０件

〇移住相談件数
　Ｒ２　　４件

〇空き家・空き地バン
ク登録件数
　累計　３件
　Ｒ２　　２件

〇純移動数（転入－転
出）
　Ｈ３０　転出超過８１
人
　　　　↓
　　Ｒ７　現状より減少

〇宿泊客数
　Ｈ３０　６９，４１８人
　　　　↓
　　Ｒ７　７６，０００人

〇純移動数（転入－転出）
　Ｒ２　　△７８人

〇宿泊客数
　Ｒ２　　２５，２２８人

②

に
ぎ
わ
い
づ
く
り

〇住民参加型まちづく
り事業申請件数
　Ｒ２　　１２件

〇外国人宿泊客数
　Ｒ２　　９８０人

〇住民参加型まちづ
くり事業申請件数
　Ｈ３０　　０件
　　　　↓
　　Ｒ７　１０件

〇外国人宿泊客数
　Ｈ３０　　７，０３８人
　　　　↓
　　Ｒ７　１０，０００人

数値目標
数値目標
実績

４

新
し
い
ひ
と
の
流
れ
に
よ
る
”
に
ぎ
わ
い
”
の
創
出

若者が住みよい住環境や、
ＵＩターンを促進していくととも
に、町の各種資源を最大限
活用し、官民協働によるまち
づくりの推進や国際交流を
推進することで交流人口の
拡大を図り、地域への波及
効果を高めていく。

①

住
み
や
す
い
わ
が
ま
ち
づ
く
り

Ｉ・Ｕターン支援として、引き続き弘前圏域移住交
流推進事業により、移住相談体制の充実を図る
ほか、更なる移住促進に向け、お試し居住体験
事業を企画・展開していく。
住宅支援では、空き家・空き地バンクにおける
平屋のニーズが高いため、平屋所有者に対し積
極的に情報発信を行う。

住民主体のまちづくりを促進するほか、各種イ
ベントについて開催方法の見直しを図り、更なる
地域の活性化を目指す。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により、
インバウンドの回復は長期化することが見込ま
れる。まずは域内観光に重点を置き、県内、国
内観光客増加に向けた取組を企画・実施する。

生涯スポーツ推進事業においては、「放課後子
ども教室」の児童及び保護者に声がけし、イベ
ント参加者の増加に繋げる。

移住PR媒体を積極的に活用し、移住定住
に繋がる取組を強化するほか、幅広い世
代のニーズに合った情報発信を行うべき
である。
空き家の利用方法について町独自に検討
する必要がある。

今後、国内観光需要が高まることが予想さ
れるため、国内観光客の増加に向けて取
組を強化していくべきである。
宿泊施設から観光客がまちなかに回遊す
る仕組みを構築する必要がある。
町内団体と連携し、スポーツ大会等の活
性化に向け支援を講じる必要がある。

今後の取組
これまでの施策展開の成果・効果検証

町検証 総合戦略推進協議会等意見

評価
（※）

基
本
目
標

基本的な方向性 施策
重要業績評価指標

（ＫＰＩ）
重要業績評価指標
実績（ＫＰＩ）

主な取組

〇Ｉ・Ｕターン支援
　・移住促進事業

〇住宅支援
　・空き家等対策事業
　・地域情報通信基盤整備事業

弘前圏域移住交流推進事業として、合同
のオンライン移住セミナーに参加したほ
か、ＰＲ媒体となる移住ＰＲ動画及びパンフ
レットを作成し、町の情報発信を図った。

空き家・空き地バンクに登録されている空
き家・空き地が移住者の求める建物等の
ニーズに見合っておらず、移住に結びつい
ていない。

令和２年度より新規事業として、地域住民
が主体的に取り組む活動に対し補助金を
交付する住民参加型まちづくり事業を実施
し、多数の町内団体の活動の活性化が図
られた。

近年インバウンド需要の高まりが予想され
ていたものの、新型コロナウイルス感染症
が流行し、外国人宿泊客数が大幅に減少
した。
国内旅行客数も同様の事由により減少し
たものの、冬季観光促進事業の実施によ
り、国内宿泊者数の減少幅がある程度抑
えられた。

生涯スポーツ推進事業では、子ども世代と
高齢者が主に参加しており中間層（30～
40代の年齢層）の参加者が少なかった。

〇資源・人材を活かしたにぎわいづく
り
　・公園整備・運営事業
　・各種イベント活性化事業

〇街なか商店活性化支援
　・まちあるき推進事業

〇スポーツ行事の活性化支援
　・生涯スポーツ推進事業

※評価項目について
　各事業に対するＲ２年度末時点における評価

　◎：取組内容の深化・発展
　○：取組内容の継続
　△：取組内容の見直しを図る
　×：取組の中止又は実施期間の終了


